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沖縄県立総合教育センター 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程 

 

令和３年３月３１日 所長決裁 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、沖縄県教育情報ネットワーク利用規程に基づき、沖縄県教育情報ネットワークの管理

及び運用について、必要な事項を定める。 

 

（沖縄県教育情報ネットワーク） 

第２条 沖縄県教育情報ネットワークは、県立総合教育センターが設置するＬＡＮ及びそれに接続する県立

学校等の校内ＬＡＮで構成されるネットワークをいう。 

 

（ドメイン名） 

第３条 沖縄県教育情報ネットワークのドメイン名は、open.ed.jp とする。 

 

（沖縄県教育情報ネットワークの利用目的） 

第４条 沖縄県教育情報ネットワークは、学校の教育活動、児童・生徒の学習活動支援、教職員の校務運営

の支援を目的として、サービスを提供するものである。 

 

（適用範囲） 

第５条 この規程は、沖縄県教育情報ネットワークを構成する全てのＬＡＮ及びそれに接続する情報端末、

第６条に該当するネットワークを利用できる者に対して適用される。 

 

（沖縄県教育情報ネットワークの利用資格） 

第６条 沖縄県教育情報ネットワークを利用できる者（以下「利用者」という。）は、次の各号に掲げる者

とする。 

(1) 沖縄県教育委員会により県立学校に採用された、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

３１条１項に該当する職員（以下、県立学校教職員） 

(2) 県立学校にて勤務する職員のうち、当該県立学校の学校長が接続を認めた者 

(3) 県立学校に在籍する児童・生徒で、教職員の監督の下にある者 

(4) その他、県立総合教育センター所長が利用を認めた者 

 

（沖縄県教育情報ネットワークの管理運用及び保守の範囲） 

第７条 沖縄県教育情報ネットワークの管理運用は県立総合教育センターが行う。 

２ 県立総合教育センターの保守の範囲は、県立総合教育センター内のネットワークとし、学校内又

はその他のネットワーク障害については関係機関と連携する。 

 

（ヘルプデスクの設置） 

第８条  沖縄県教育情報ネットワーク及び学校のネットワーク障害や県立総合教育センターが提供するネッ

トワークに係るサービスについて、県立学校担当者への支援を行うため、県立総合教育センター

にヘルプデスクを設置する。 

 

（禁止事項） 

第９条 沖縄県教育情報ネットワークを利用した通信において、次の各号に掲げる行為を行ってはならな

い｡ 

(1) 人権の侵害、個人情報の漏洩、誹謗中傷する行為 

(2) 他者の名誉・信用を傷つける行為、及びプライバシーを侵害する行為 

(3) 著作権等の知的財産権及び肖像権を侵害する行為 

(4) 公序良俗に反する行為 
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(5) 虚偽の情報を発信する行為 

(6) 営利目的の行為、及び法令に違反する行為 

(7) ネットワーク機器及び各種サービスへのアカウント（ログインＩＤ・パスワード）、設定条件 

等を第三者へ開示・譲渡、貸与・共用する行為 

(8) ネットワーク機器及び各種サービスのパスワードを他のインターネットサービスで使用する 

行為(使い回し） 

(9) ネットワーク通信を阻害する行為 

(10) ネットワーク全体を脅かす恐れのあるアプリケーションソフトのインストール及びそれらを 

 利用する行為 

(11) ネットワーク運用に支障を来す恐れのあるサイトへアクセスする行為 

(12) ネットワークのコンテンツフィルタリングを回避する行為 

(13) 指定のウイルス対策ソフトウェアがインストールされていない等、セキュリティ対策が講じ 

 られていない端末を接続する行為 

(14) 県立総合教育センターが定めたセグメント・接続する機器以外の機器を接続する行為 

(15) 県立総合教育センターの許可なく、指定する機種以外のアクセスポイントを設置又は無線通 

 信が可能となる環境を構築し、ネットワークに接続する行為 

(16) 無線情報端末に設けられた制限を解除し、設置者や管理責任者の意図しない状態でネットワ 

 ークに接続する行為 

(17) 受信したメールを自動的に他のアカウントへ転送する行為(自動転送設定)  

 ※ただし、学校代表用アカウント（school）についてはこの限りではない 

(18) ポータブルメールソフト等をＵＳＢメモリ等持ち運び容易な記録媒体上で動作させる行為 

(19) 前各号に掲げるもののほか、ネットワーク運用に支障を来す恐れのある行為 

 

（利用の停止） 

第10条 第４条の利用目的に反する行為や、第９条の規定に反する行為があった場合は、事前に予告するこ

となく、当該校のネットワークの利用停止及びWebぺ一ジの内容の一部を削除することができる。 

 

（障害発生時の対応） 

第11条 沖縄県教育情報ネットワークに障害又は不具合が生じた場合は、県立総合教育センター所長は、速

やかに復旧措置を講ずるものとする。 

 

（運用の停止） 

第12条 県立総合教育センター所長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、沖縄県教育情報ネットワー

クの運用を停止することができる。 

(1) ネットワークの点検、保守もしくは改良を行う場合又は回線接続先の電気通信事業者が設備の

点検、保守の作業を行う場合 

(2) 天災等の不可抗力により停電、その他の障害が生じた場合 

(3) その他やむを得ない事由があると認める場合 

２ 県立総合教育センター所長は、ネットワークの運用を停止する場合には、可能な限りネットワー

クを利用する県立学校等に事前に通知する。ただし、緊急かつやむを得ない場合はこの限りでは

ない。 

 

第２章 沖縄県教育情報ネットワークの物理的構成及び利用に関する要件 

 

（ＩＰアドレスの配布） 

第13条 県立総合教育センターは、沖縄県教育情報ネットワークに接続する県立学校等に、プライベート

ＩＰアドレスを配布する。ＩＰアドレスの範囲は別に指定する。 
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（県立学校における校内ネットワークの形態） 

第14条 県立学校における校内のネットワークセグメントを次の各号のとおりとする。 

(1) 教師用セグメント 

(2) 生徒用セグメント 

(3) 無線ＬＡＮセグメント 

(4) ＢＹＯＤセグメント 

 

第15条 ネットワークセグメントの利用目的及び形態を次の各号のとおりとする。 

(1) 教師用セグメントについては、校務における利用を目的とし、教職員が利用するものとする。 

(2) 生徒用セグメントについては、授業を含む教育活動全般の利用を目的とし、主に生徒及び授業

者が公的な端末を有線にて利用するものとする。 

(3) 無線ＬＡＮセグメントについては、授業を含む教育活動全般の利用を目的とし、主に生徒及び

授業者が公的に認められた端末を無線にて利用するものとする。ただし、第16条（4）に指定し

た端末は特例として接続を認める。 

(4) ＢＹＯＤセグメントについては、教育活動全般及び生徒の学習に関する利用を目的とし、主に

生徒が私的な端末を指定された安全対策を施した後に、無線にて利用するものとする。   

 

（校内ネットワークに接続できるコンピュータ及び情報端末） 

第16条  校内ネットワークに接続できるコンピュータ及び情報端末と校内ネットワークのセグメントは次の

各号に従うこと。 

(1) 県教育庁が整備した校務用コンピュータ（校務用端末）は教師用セグメントのみ接続を行う。 

(2) 県教育庁が整備した教育用コンピュータ（教育用端末）及び学校が整備したコンピュータ（備

品端末）は教師用セグメント以外に接続する。 

(3) 教職員の個人用端末は、学校長の許可を得たうえで、生徒用セグメントまたは無線ＬＡＮセグ

メントに接続する。 

(4) 特別な配慮を要する児童・生徒の就学奨励費で購入した個人用端末を、無線ＬＡＮセグメント

に接続する場合は、使用する児童・生徒の在籍期間内に限る。 

(5) ＢＹＯＤが許可された学校においては、学校長の許可を得たうえで、生徒の個人端末をＢＹＯ

Ｄセグメントに接続できる。ＢＹＯＤセグメントへの接続は、生徒の在籍期間内とする。 

(6) センター所長が許可する端末は、必要なセグメントへ接続することができる。 

(7) 設置可能なアクセスポイント及び接続端末の詳細要件については、別表１に定める。 

 

(利用申請) 

第17条 沖縄県教育情報ネットワークを利用、停止、変更する学校等の長は沖縄県教育情報ネットワーク利

用に関する申請書類（様式１）を県立総合教育センター所長へ提出し、その許可を受けなければ

ならない。 

 

（無線ＬＡＮ利用申請） 

第18条 学校内で無線ＬＡＮを利用する学校等の長は、無線ＬＡＮ設置に関する申請書類を県立総合教育

センター所長へ提出しなければならない。 

２ 申請については、新たにアクセスポイントを追加する場合はアクセスポイント利用申請書（様式

15）を、既に接続している端末を切り離す場合は無線情報端末一覧・申請書（様式16）を提出し

なければならない。 

３ 新たな接続端末の申請は４・５月と11月の年２回とする。なお県立総合教育センター所長が必要

と判断した場合はこの限りではない。 
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第３章 沖縄県教育情報ネットワークの提供するサービス 

 

（アカウントの発行について） 

第19条 アカウントを配布する学校は次のとおりに定める。 

沖縄県立高等学校等の設置に関する条例及び沖縄県立学校の分校の設置に関する規則に定められ

た学校 

第20条 アカウントは、次の用途を対象に付与する。 

⚫ 学校代表用（各学校１アカウント） 

⚫ 教職員（本務職員）（１人１アカウント） 

⚫ 臨時的任用職員用（ALTを含む 以下 臨任用）非常勤職員用 各学校検証用 

⚫ 学校の児童・生徒用（１人１アカウント） 

⚫ 県立総合教育センター所長が必要と認めるもの（期限付きアカウント） 

⚫ 機器用 

⚫ 小中学校提供用 

⚫ 外部提供用 

 

（学校代表用アカウント） 

第20条 学校代表用アカウントを全ての県立学校へ発行する。 

２ 学校代表用アカウントの仕様については別表２に定める。 

３ 学校代表用アカウントについては、各学校の学校長・教頭（又は担当者が連携して）が管理し、

転送設定等を利用して内容を随時、確認することとする。 

 

（教職員アカウント） 

第21条 県立学校教職員として採用された全ての職員に対して業務用の教職員アカウントを発行する。 

２ アカウントの仕様については別表２に定める。 

３ 原則としてアカウント名の変更は認めない。ただし、姓名の変更やその他やむを得ない理由があ

ると認められる場合は、申請によりアカウント名を変更することができる。 

４ 教職員アカウントの利用期間は、県立学校教職員として在職する期間のみとする。 

 

（臨任用・非常勤用・検証用アカウント） 

第22条 全ての県立学校に対して臨任用・非常勤用アカウントを各学校各課程に原則20アカウント、検証

用アカウントを各学校に原則10アカウント発行する。仕様については別表２に示す。 

２ 臨任用・非常勤用・検証用アカウントの使用期間は発行年度に限る。 

３ 臨任用・非常勤用アカウントは臨時的任用職員及び非常勤職員、ＡＬＴ職員用としてのみ使用す

ること。 

４ 臨任用・非常勤用・検証用アカウントは、毎年度、４月に発行し３月末日に利用を停止する。 

５ 臨任用・非常勤用アカウントの発行については、在籍する臨任及び非常勤職員数を上限とする。 

 

（児童・生徒用アカウント及び利用申請） 

第23条 全ての県立学校に在籍する児童・生徒については、児童・生徒用アカウントを発行する。 

２ 学校長は、児童・生徒用アカウントを利用する際は、県立総合教育センターへ申請を行う。アカ

ウントを申請する際は、初回は学校単位での申請を原則とし、在籍する全児童・生徒分を申請す

ること。次年度以降は、新入生（入学定員数分）のアカウントを前年度3月に配布する。その際、

生徒人数の増減により追加でアカウントが必要な場合は、追加申請（様式２）を行うことができ

る。 

３ 利用申請をする際には、利用目的や利用計画、学校での管理・指導体制等について整理し、様式 

２ 及び様式３ を作成して、県立総合教育センターへ提出すること。 

４ アカウントを利用する学校は、情報モラル、ネットセキュリティ等について学校全体で指導する

体制を整えたうえで、利用者とその保護者へ「個人情報の適切な管理に関する確認事項」（別添

１）を提示すること。 

５ 追加申請及び毎年度の新入生対象に配布されたアカウントを利用する場合、学校は利用者とその

保護者に対して、利用に関する情報モラル、ネットセキュリティ等の注意点を伝え、適切に指導

すると同時に、モラル向上に努めなければならない。 

６ アカウントの利用期限は、児童・生徒が卒業するまでとし、卒業する児童・生徒のアカウント
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は、県立総合教育センターにて卒業する年度をもって削除の措置を行う。 

７ アカウントは児童・生徒一人につき １アカウントを発行し、卒業まで同一のものを利用する。 

８  学校長からの申請を受け、利用目的や利用計画、学校での管理・指導体制について、県立総合教

育センターにて審査した後、県立総合教育センター所長が認めるものについてアカウントを発行

する。 

９ アカウントは県立総合教育センターの定める仕様で発行するものとし、個人名やクラス名等での

発行申請は認められない。 

10 アカウントの仕様については別表２に定める。 

11 県立総合教育センター所長は、学校長より削除の申請があった児童・生徒のアカウントについて

削除の措置を行う。 

12 学校長は、生徒のアカウント利用について管理を行うものとし、次の各号に掲げる事項に該当す

る場合は、速やかに県立総合教育センターへ様式４を提出し、一時停止申請を行うこと。 

(1)児童・生徒が本規程の定めに違反した場合 

(2)退学または転学等により学籍の異動が生じた場合 

(3)その他、学校長が不適切なアカウント利用と判断した場合 

13 休学または留学等により、学籍の異動が生じた児童・生徒のアカウントの利用については、学校

長の判断によるものとする。 

 

（期限付きアカウント） 

第24条 県立総合教育センター所長が必要と認めるものについて、期限付きアカウントを発行する。 

２ アカウントの発行については、必要とする団体、研究会の代表または学校長が申請（様式５）し

た後に行う。 

３ 期限は、原則３年とし、延長申請することにより３年延長することができる。利用期間の上限は

定めない。 

４ 上記、延長申請の期限を超えたアカウントについては、利用を停止する。 

５ アカウントの仕様については、別表２に定める。 

 

（機器用アカウント） 

第25条 県立学校内で利用する機器について、機器用アカウントを発行する。 

２ アカウントの発行については、必要とする教育庁各課、学校長の申し出の後に行う。 

３ アカウントについてはメール機能のみで、その他の機能は付加しない。 

４ アカウントの使用については、別表２に定める。 

 

（小中学校提供用アカウント） 

第26条 市町村立学校の教職員として採用された全ての職員に対して業務用のアカウントを発行する。 

２ アカウントの仕様及び利用期間、申請先、アカウント名変更等については、義務教育課Openメー

ルアカウント管理運用規程に従う。 

 

 

（外部提供用アカウント） 

第27条 県立学校以外の利用者を対象として、外部提供用アカウントを発行する。 

２ アカウントの発行については、必要とする団体、研究会の代表、市町村立学校の学校長、市町村

教育委員会が申請（様式６）した後に行う。 

３ 期限は、原則３年とし、延長申請することにより３年延長することができる。利用期間の上限は

定めない。 

４ 上記、期限を超えたアカウントについては、利用を停止する。 

５ アカウントの仕様については、別表２に定める。 

 

（アカウントの利用停止・再開・変更について） 

第28条 アカウントの利用が、本利用規程の定めに反し適切でないと判断される場合、県立総合教育セン

ター所長は利用を停止する措置を行う。 

２ アカウントについて、外部からの攻撃、不正アクセス等、不審な通信が疑われる場合、県立総合

教育センター所長は、予防的な措置として当該アカウントを一時的に停止する。調査にあたって

必要な場合は、本人立ち合いのもと、送受信記録等の確認を行う。 
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３ アカウントの変更（様式７）、利用休止・利用再開（様式８）については、学校長より県立総合

教育センターへ申請すること 

 

（アカウント及びパスワード確認申請について） 

第29条 アカウント名及びパスワードの確認・再発行が必要な場合は、学校長より様式９にて申請を行う。 

 

（グループアカウントについて） 

第30条 校長用、副校長・教頭用、各学校別職員用、システム管理者用グループアカウント（又はチーム）

を県立総合教育センターより提供する。グループについては、毎年度、更新を行う。 

２ グループアカウントの仕様については、別表３に定める。 

 

（Webページエリアについて） 

第31条 Webページエリアを配布する学校は第19条に準ずる。 

第32条 次に掲げる機関及び団体は、その長の申請によりネットワーク上に Web ページエリアの利用許可

を受け、Web ページを公開することができる。 

(1) 各教科に関する教育研究会で県立総合教育センター所長が認める団体 

(2) 別表４に示された機関及び団体 

(3) その他県立総合教育センター所長が認める機関及び団体 

２ Web ページエリアの利用を希望する機関及び団体の長は、「沖縄県教育情報ネットワーク Web ペ

ージエリア利用申請書」（様式10） を、県立総合教育センター所長に提出し、その許可を受けな

ければならない。 

３ 県立総合教育センター所長は、前項において機関及び団体の長が提出した申請を適当と認めた場合、

「沖縄県教育情報ネットワーク Web ページエリア利用許可書」（様式11）を交付する。 

４ Web ページエリアを利用する機関及び団体の長は、利用申請事項に変更があったときは、「沖縄県

教育情報ネットワーク Web ページエリア利用申請書」を提出しなければならない。 

５ Webページエリアの利用を中止しようとする機関及び団体の長は、中止を希望する日の１週間前ま

でに「沖縄県教育情報ネットワークWebページエリア利用申請書」（様式10）を提出しなければな

らない。 

 

（利用状況の調査）  

第33条 管理者は、ネットワークの円滑な管理及び運用のため、学校及び利用団体等に対して、必要に応

じて利用に関する調査を行うことができる。 

 

（ソーシャルネットワークサービス及び動画共有サービスへのデータ配信） 

第34条 県立学校による、ソーシャルネットワークサービス（以下「ＳＮＳ」という）及び、動画共有サ

ービス等の利用については次の各号に定める。 

(1) 学校長は、ＳＮＳ及び動画共有サービスを利用し、学校用のエリアを作成する際に県立総合

教育センターへ申請を行う。 

(2) 上記申請については、要件を満たす外部サービス以外は認めない。要件については、別表５

に定める。 

(3) 利用申請をする際には、利用目的や利用計画、学校での管理体制等について整理し、様式12

を作成して、県立総合教育センターへ提出すること。 

(4) 学校長からの申請を受け、利用目的や利用計画、学校での管理体制について、県立総合教育

センターにて審査した後、県立総合教育センター所長が利用を認める。 

(5) 学校のＳＮＳページを開設又は動画を配信する場合に利用するアカウントはschoolアカウン

トに限る。 

 

（クラウドサービスの利用について） 

第35条 県立学校によるクラウドサービスの利用については次の各号に定める。 

(1) 要件を満たす外部クラウドサービス以外の利用は認めない。要件については、別表５に定め

る。 

(2) 県立総合教育センターは、クラウドサービスのセキュリティレベルがローカル端末の利用と

比較して同等でないと判断した場合、速やかに対策を講じる。利用者はその対策に速やかに

従わなければならない。 
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(3) 県立総合教育センターは、利用者に情報漏えいの恐れがあると判断した場合はクラウドの利

用を停止することができる。その場合、事前に予告するものとする。 

(4) 県立総合教育センターは、同センターとクラウド事業者における「個人情報の適切な管理に

関する確認事項」（別添１）を公開すると同時に、利用者に周知しなければならない。 

 

（ＢＹＯＤセグメントの利用について） 

第36条 ＢＹＯＤセグメントについては県立総合教育センターが管理・運営を行う 

２ 学校長は、ＢＹＯＤセグメントを利用する際は、県立総合教育センターへ申請を行う。 

３ 利用を希望する学校は、情報モラル、ネットセキュリティ等について学校全体で指導する体制を

整えたうえで、利用者から承諾書（別添２）を取得することを前提に、利用申請を行うこと。 

４ 利用申請をする際には、利用目的や利用計画、学校での管理・指導体制等について整理し、様式 

13を作成して、県立総合教育センターへ提出すること。 

５  利用については、学校長からの申請を受け、利用目的や利用計画、学校での管理・指導体制を県

立総合教育センターにて審査した後、ネットワーク全体に関する状況を総合的に判断し、県立総

合教育センター所長が認めるものについて許可する。 

６ 県立総合教育センター所長は、学校長よりＢＹＯＤセグメント利用停止の申請があった場合は速

やかに停止の措置を行う。 

７ 沖縄県教育情報ネットワークに関するシステム保守のためにＢＹＯＤセグメントの利用を一時停

止する場合は、事前に当該学校宛てに通知するものとする。ただし、緊急かつやむを得ない場合

は、この限りではない。 

８ 学校長は、ＢＹＯＤセグメント利用について管理を行うものとし、次の各号に掲げる事項に該当

する場合は、速やかに県立総合教育センターへ様式14を提出し、一時停止申請を行うこと。 

(1) 児童・生徒が本規程の定めに違反した場合 

(2) その他、学校長が不適切な利用が行われたと判断した場合 

 

（クラウドサービスにおける個人情報の取り扱いについて） 

第37条 県立総合教育センターが提供のアカウントで利用できるクラウドサービスに、保有個人情報を保存

する場合は、対象者全てに対して「個人情報の適切な管理に関する確認事項」（別添１）を提示

すると同時に、「個人情報の取り扱いに関する同意書」（別添３）を取得しなければならない。 

２ クラウドサービスを利用し、同意書に定められた範囲を超えて個人情報を提供・共有してはなら

ない。 

 

（免責） 

第38条 天災、停電、事故、その他の障害によるデータの消失等の損害に対して、県立総合教育センターは

責任を負わない。 

２ ネットワークの利用に際して発生するいかなる不利益、損害に対しても、県立総合教育センター

は責任を負わない。 

 

附則 

（経過措置） 

第16条に定める教育用コンピュータについて、校務用コンピュータが整備されるまでの期間は、校務用コン

ピュータとして、教師用セグメントへ接続することができる。この場合、生徒用セグメント及び無線ＬＡ

Ｎセグメントとの併用は禁止する。 

第16条に定める学校が整備したコンピュータ（備品端末）は校務用コンピュータが整備されるまでの期間は、

校務用コンピュータとして、教師用セグメントへ接続することができる。この場合、生徒用セグメント及

び無線ＬＡＮセグメントとの併用は禁止する。 

第37条については、沖縄県個人情報保護審議会にて、「対象クラウドの活用に係る電子計算機の結合」が認

められた場合、削除する。 

 

 

（施行期日） 

この規程は、平成29年９月１日より施行する。令和元年６月25日 一部改訂 

令和３年４月１日 全面改訂 
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（各規程の廃止） 

「沖縄県教育情報ネットワークシステム管理規程」は廃止する。 

「沖縄県教育情報ネットワーク無線ＬＡＮの利用に関する規程」は廃止する。 

「沖縄県教育情報ネットワーク無線ＬＡＮ管理運用規程」は廃止する。 

「沖縄県総合教育センター ＩＴ教育センターネットワークシステム管理運用規程（平成16年施行）」は廃

止する。 

「ＩＴ教育センターネットワーク学校用メールアカウント利用について（平成14年所長決済）」は廃止す

る。 

「Ｏｐｅｎメールアドレス利用に関する規程（平成29年所長決済）」は廃止する。→規程統合により 

「児童・生徒用メールアドレス利用に関する規程（平成31年所長決済）」は廃止する。→規程統合により 
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（様式１） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

機関名 

代表者 ㊞ 
 

 

 

沖縄県教育情報ネットワーク利用申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第17条により、下記のとおり申請いたします。 

 
 

申 請 内 容 
 

（  で囲む） 

 
新 規 ・ 継 続 ・ 中 止 ・ 内 容 変 更 

利用期間 年 月 日 ～ 年 月 日 

利用セグメント （有線・無線） 

 

 

目 的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者 

職・氏名 
(ふりがな) 

 

所属 
 

 

 

所 

 

属 

 
住所 

〒 

TEL 
 

 

FAX 
 

 

E-mail 
 

ネットワークを利用しようとする学校等の長は、利用を希望する日の ２ 週間前までに本申請

書及び必要に応じて添付書類を提出してください。
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（様式２） 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

児童・生徒用アカウント発行申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第23条により、下記のとおり申請いたします。 

 

１． 学校種   高等学校・県立中学校・特別支援学校  

 

２． 申請種類  追加 ・ 新規 

 

３． 学部（必要な場合のみ）   （幼稚部・小学部・中学部・高等部）  

 

４．発行申請数 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．ネットワーク担当者 

氏 名  

職 名  

ア カ ウ ン ト @open.ed.jp  

学 校 電 話 番 号  

 
※ アカウントは在籍する全生徒分発行します。特別支援学校については学部ごとに発行します。 

※ 特別支援学校の場合、卒業年度は高等部の卒業年度を記載してください。 

学 年 生徒数 
入学年度 

（西暦で記入） 
卒業予定年度 
（西暦で記入） 

第１学年 名 年度 年度 

第２学年 名 年度 年度 

第３学年 名 年度 年度 

第４学年 名 年度 年度 

第５学年 名 年度 年度 

第６学年 名 年度 年度 

合 計 名   
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（様式３） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

児童・生徒用アカウント利用計画書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第23条により、下記のとおり申請いたします。 

 

 

１．利用目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．児童・生徒用アカウント利用に関する管理・指導方針 

 

(1) 別紙「沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程」に沿った指導を行います。 

(2)   

(3)   

(4)   

 

 

 

３．利用計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)以降は、利用するに

あたっての各学校独自

の管理・指導方針や決

まり事を記入してくださ

い。 
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（様式４） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

児童・生徒用アカウント利用停止申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第23条により、下記のとおり申請いたします。 

 

１．利用停止アカウント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ネットワーク担当者 

氏 名  

職 名  

ア カ ウ ン ト @open.ed.jp  

学 校 電 話 番 号  

 

 

 

 

 

アカウント 備 考 
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（様式５） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

期限付きアカウント発行申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第24条により、下記のとおり申請いたします。 

 

申請団体・学校  

ふりがな  職員番号 

アカウント使用者   

申請内容･理由 

(できるだけ具体的に) 
 

所属連絡先 

住所 
〒 

 

TEL  FAX           

ネットワーク 

担当者 
 

希望する 

アカウント名 

 

         @open.ed.jp 

 

※希望するアカウント名が認められない場合もあります 

利用開始年度  
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（様式６） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

外部提供用アカウント発行申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第27条により、下記のとおり申請いたします。 

 

申請団体・学校  

ふりがな  

アカウント使用者  

申請内容･理由 

(できるだけ具体的に) 
 

所属連絡先 

住所 
〒 

 

TEL  FAX           

ネットワーク 

担当者 
 

希望する 

アカウント名 

 

         @open.ed.jp 

 

※希望するアカウント名が認められない場合もあります 

利用開始年度  
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（様式７） 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

アカウント変更申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第28条により、下記のとおり申請いたします。 

 

申請団体・学校  

ふりがな  

アカウント使用者  

申請内容･理由 

(できるだけ具体的に) 
 

所属連絡先 

住所 
〒 

 

TEL  FAX           

現在のアカウント @open.ed.jp 

変更後、希望する 

アカウント名 

 

@open.ed.jp 

 

※希望するアカウント名が認められない場合もあります 

アカウント種類 教職員用・期限付き・外部提供用 

承認 

（小中学校提供用のみ） 
 義務教育課の承認について 承認済・未承認 
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（様式８） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

アカウント利用休止・利用再開申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第28条により、下記のとおり申請いたします。 

 

申請内容 利用休止・利用再開 

ふりがな  

アカウント使用者  

申請内容･理由 

(できるだけ具体的に) 
 

所属連絡先 

住所 
〒 

 

TEL  FAX           

対象のアカウント @open.ed.jp 

開始時期  年 月 日より利用休止・利用再開 
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（様式９） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

アカウント名およびパスワード確認申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第29条により、下記のとおり申請いたします。 

 

ふりがな 

氏   名 

※１ 

職員番号 

※２ 

アカウント 
※３ パスワード 

 変更の有無 

   有 ・ 無 

   有 ・ 無 

   有 ・ 無 

   有 ・ 無 

   有 ・ 無 

ネットワーク担当者  

備  考 

（申請理由等） 
 

※１～３は必須項目です。必ず記入してください。 

※３のパスワードの変更「有」の場合、パスワードを初期値へリセットしますのでご了承ください。 
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（様式１０） 
 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

沖縄県教育情報ネットワークWebページエリア利用申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第32条により、下記のとおり申請いたします。 

 

 
申 請 内 容 

（ で囲む） 

 
新規 ・ 継続 ・ 中止 ・内容変更 

 
 

目 的 

 

※ 

希望アカウント 
１  

２  

 

 

 

 
 

代表者 

職・氏名 

(ふりがな) 

 

所

属 

 

所
 属

 

住所 〒 

TEL  

FAX  

E-mail  

 

 

 

 
 

担当者 

職・氏名 

(ふりがな) 

 

所

属 

 

所
 属

 

住所 〒 

TEL  

FAX  

E-

mail 

 

※ 希望アカウントは、新規申請の場合のみ記入する。 

注意）希望アカウントは、団体名がわかるようなものとする。 
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（様式１１） 
 

第        号 

年   月   日 

 

団体名 

代表者       殿 

 

 

 

 

県立総合教育センター所長  印 
 

 

 

沖縄県教育情報ネットワークWebページエリア利用許可書 
 

申請のあった Web ページエリア利用について、以下のとおり許可します。 

容 量 MB 

 
 

FT

P 

サーバ名  

アカウント  

パスワード  

URL  

有効期間 年 月 日 から 年 ３ 月 31 日 

 
※ Web エリアを利用しようとする機関及び団体は、次の事項を遵守する。 

１ Web ページエリアを継続利用しようとする機関及び団体の長は、有効期間最終日の １ 

ヶ月前までに「沖縄県教育情報ネットワーク Web ページエリア利用申請書」（様式10）

を提出する。 

２ Web ページエリアを利用する機関及び団体の長は、利用申請事項に変更があったとき

は、「沖縄県教育情報ネットワーク Web ページエリア利用申請書」（様式10）を遅滞

なく提出する。 

３ Web ページエリアの利用を中止しようとする機関及び団体の長は、中止を希望する

日の１週間前までに「沖縄県教育情報ネットワーク Web ページエリア利用申請書」 

（様式10）を提出する。 

４ 許可を受けた機関及び団体の長は、許可を受けた日の１週間以内に Web ページをア

ップロードすること。 

５ その他、「沖縄県立総合教育センター沖縄県教育情報ネットワーク利用規程」を遵守す

る。 

 

 



 20 / 35 

 

 

（様式１２） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

沖縄県教育情報ネットワークにおけるＳＮＳ利用申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第34条により、下記のとおり申請いたします。 

利用ＳＮＳサービス  

利用期間 年 月 日 ～ 年 月 日 

利用目的及び申請理由 

 

利用計画 

 

管理・指導方針 

 

管理・指導体制 

 

 

ＳＮＳを利用しようとする学校等の長は、利用を希望する日の ２ 週間前までに本申請書及び必要に応

じて添付書類を提出してください。 
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（様式１３） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

沖縄県教育情報ネットワークにおけるＢＹＯＤ利用申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第36条により、下記のとおり申請いたします。 

利用目的及び申請理由  

利用期間 年 月 日 ～ 年 月 日 

管理・指導方針 

 

管理・指導体制 

 

職員への周知 
 

これまでのＩＣＴの 

活用実績 

 

現在の生徒・職員数 生徒数（   名）職員数（   名） 

担当者名（２名） （      ）（     ） 
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（様式１４） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

ＢＹＯＤ利用停止・利用再開申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第36条により、下記のとおり申請いたします。 

 

申請内容 利用停止・利用再開 

申請内容･理由 

(できるだけ具体的に) 
 

担当者名 

（アカウント） 
 

開始時期  年 月 日より利用休止・利用再開 
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（様式１５） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

アクセスポイント利用申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第18条により、下記のとおり申請いたします。 

 
 

申 請 内 容 
（○で囲む） 

新規 ・ 追加 ・ 削除 ・ 内容変更 

担当者（メール） （     @open.ed.jp） 

 

※利用しているアクセスポイントは全て記載してください 

No メーカ名 型 番 シリアル番号 設置場所 

申請内容 
(新規追加に○削除

に☓、既設は空欄) 

例 FURUNO ACERA 1010 0000－0000 1年1組教室  

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      
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No メーカ名 型 番 シリアル番号 設置場所 
削除申請 
(削除時に○) 

１０      

１１      

１２      

１３      

１４      

１５      

１６      

１７      

１８      

１９      

２０      

２１      

２２      

２３      

２４      

２５      

２６      

２７      

２８ 
 

 
    

２９      

３０      
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（様式１７） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

G Suite for Education（Google提供サービス）の 

生徒アカウント利用申請について 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第35条（別表5）により下記のとおり申請いたします。 

 

申請内容 利用開始 ・ 利用終了 

対象となる生徒アカウント 

本校所属の全生徒アカウント 

 

または、（             ） 

開始期間 年 月 日以降 

担当者名 
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（様式１８） 

 

第        号 

年   月   日 

県立総合教育センター所長 殿 

 

申請者 

学校名 

校 長 ㊞ 
 

 

 

Teamsにおける生徒間チャット機能の制限申請書 
 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程第35条（別表5）により下記のとおり申請いたします。 

 

 

申請内容 制限解除 ・ 制限再設定 

開始期間 年 月 日以降 

担当者名 

（アカウント名） 

 

（     ） 
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（別添１） 

 

個人情報の適切な管理に関する確認事項 

 

本校は、沖縄県総合教育センターが提供するアカウントを利用し、下記サービスを利用しておりま

す。利用にあたり沖縄県立総合教育センターと各業者間で確認された個人情報の取扱について、詳細

を示します。 

 
 

１ 利用するサービス 
 

No サービス名 提供元 

１ Microsoft365 Microsoft 

２ Google Workspace  Google  

 

 

２ 各業者の個人情報に関する考え方 

それぞれのサービスに関しての考え方は以下のとおりです。 

 

（１）Microsoft  
 

マイクロソフト プライバシーステートメント 

https://privacy.microsoft.com/ja-jp/privacystatement 

 

マイクロソフトにおける個人情報の取り扱い 

https://www.microsoft.com/ja-jp/mscorp/privacy/statement.aspx#coreui-collapsibledrawer-cysd84p-

collapsible-drawer3 

 

 

 

（２）Google  
 

Googleのプライバシーポリシー 

https://policies.google.com/privacy?hl=ja 

 

Google のセキュリティに関するホワイトペーパー 

https://cloud.google.com/security/overview/whitepaper?hl=ja 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://privacy.microsoft.com/ja-jp/privacystatement
https://www.microsoft.com/ja-jp/mscorp/privacy/statement.aspx#coreui-collapsibledrawer-cysd84p-collapsible-drawer3
https://www.microsoft.com/ja-jp/mscorp/privacy/statement.aspx#coreui-collapsibledrawer-cysd84p-collapsible-drawer3
https://policies.google.com/privacy?hl=ja
https://cloud.google.com/security/overview/whitepaper?hl=ja
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（別添２） 

 

 

年   月   日 

沖縄県立○○○○高等学校 

校 長 ○○ ○○ 殿 

 

 

(住所)                       

 

(生徒氏名)                     

 

(保護者氏名)                  ㊞ 

 

 

学校における個人所有端末のネットワーク接続に関する同意書 
 

私は、貴校における個人所有端末のネットワーク接続に関して、以下の事項を確認の上、同意いた

します。 

 

 

１． 生徒が保有する個人所有端末を学校の無線ＬＡＮに接続すること 

２． 個人所有端末の表示名を登録すること 

３． ネットワークセキュリティ確保のため、以下の情報が収集され、委託セキュリティ会社へ提供

されること 

①端末の表示名 ②端末の利用日、利用時間 ③不正な接続先 ④不正なアクセス先及び件数 

⑤不正なダウンロード ⑥ウイルス感染等の情報 

 

４． 上記情報を元に端末の利用状況やウイルス感染の調査が実施されること 
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（別添３） 

年   月   日 

沖縄県立○○○○高等学校 

校 長 ○○ ○○ 殿 

 

 

(住所)                       

 

(生徒氏名)                     

 

(保護者氏名)                  ㊞ 

 

 

個人情報取扱同意書 
 

私は、貴校における個人情報の取扱いについて、以下の事項を確認の上、同意いたします。 

 

１．貴校が明示する目的の範囲内において、貴校が私に関する個人情報を取得し、利用すること。 

２．貴校の校務及び授業における必要な範囲内で、私に関する個人情報を第三者の運営するクラウド

サービスに保存し、職員間で共有し利用すること。ただし、要配慮個人情報は除く。 

 

１）個人情報保護管理者 学校長（TEL.098 -933 -7572） 

２）個人情報の利用目的 

①授業や学習に係る事務遂行のため 

②勤怠・成績等、指導に係る事務遂行のため 

③公募作成に係る事務遂行のため 

④その他、教育活動等の遂行のため 

３）個人情報の保存・利用に関する事項 

①保存・利用の目的：上記の利用目的に同じ 

②保存・利用する個人情報：氏名、住所・郵便番号、電話番号、生年月日、性別、勤怠情報、 

成績情報、提出物を含む学習関連情報、身体に係る情報 

③保存・利用先：MicroSoft 社Microsoft365  Google社GoogleWorkspace  

④保存・利用の手段 ：クラウド及び電子通信手段により 

４）業務の都合上、利用目的の範囲内で専門業者に業務を委託する場合があります。 

５）個人情報の開示等の請求、訂正・削除・苦情・相談等に関する問い合わせ先 

個人情報担当窓口 情報担当教諭 （        ） 

６）当校が保有する個人情報は、その保護について充分に配慮し、責任を持って取り扱います。 

 

以上 
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（別表１） 

 

沖縄県教育情報ネットワークに設置できるアクセスポイント及び接続端末の詳細要件 
 

令和３年３月３１日以降 

 

１ 設置できるアクセスポイント及び無線機器 
 

No メーカ名 型 番 備考 

１ FURUNO ACERA  アクセスポイント 

２ 各種 Ezcast デジタルメディアレシーバー 

 

 

 

２ 接続端末の詳細要件 
 下記、ＯＳを搭載した端末 

OS(基本ソフト） 
ウイルス対策ソフト 

 備考 

Windows 10 要 
 ＊Trend Micro Apex 

Oneをインストール

すること。(職員個

人用端末について

は、他の有料版ソフ

トでも可。但し期間

限定版や体験版は不

可) 

Windows 8.1 要 2023年1月まで 

macOS V11 

Big Sur 
要 

 

macOS V10.15  

Catalina 
要 

macOS V11[Big Sur]の次の OS

がリリースされるまで 

iOS 14 不要  

iOS 13～ 不要 次期 OS(iOS15)がリリースされるまで 

iOS 12.42～ 不要 既に、登録済みの備品端末のみ接続可 

iPad OS 14 不要  

iPad OS 13～ 不要 次期 OS(iPadOS15)がリリースされるまで 

Chrome OS 不要 最新のバージョンに限る 

Android OS 9.0～ 要 注) 
注)Trend Micro Mobile Security のインストールを条件

とする 

Chromium 不要 最新のバージョンに限る 

※上記に掲げられているOSでも、セキュリティ上重大な問題が発生した場合、県立総合教育センターは緊急

に接続を禁止する。 

※メーカーよりOSのサポート期間が明示されていない場合は、原則として最新世代のOSとその1代前のOSま

でとし、その際は該当する世代の最新ビルドのセキュリティパッチ、アップデートを適用することで、接

続を許可する。iOS12については、登録済みの備品端末のみ、当面の間、利用を許可する。 

※ChromeOSについては、自動更新ポリシー有効期限内の端末に限る。 

※各OSとの正式版のみを接続するものとする。（ベータ版、試用版等は不可） 
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※各OSとも最新のセキュリティパッチを適用するものとするが、Windows10の大型アップデートについて

は、沖縄県立総合教育センターよりアップデート時期を連絡する。 

※校務支援システムサーバー及びAPSV（Trend  Micro Apex One配信サーバ）のOSについては別に定めま

る。 

※各OSとも機器が対応できる最新のセキュリティパッチを適用すること。 

※本規程の内容は、OSのサポートおよびリリース、県立学校のネットワークやセキュリティへの対応状況に

応じて、適宜更新する。沖縄県教育情報ネットワーク（OPEN)に接続できるOSについては、県立総合教育セ

ンターホームページに掲載する。 

http://www.open.ed.jp/lan-unyou.html 
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（別表２） 

 

アカウントの仕様について 
 

No アカウント名 仕様 備考 

１ 学校代表 

 school＠ ɻʜʏʧɪʹ.open.ed.jp  

 

学校サブドメインは次のとおりとする 

学校種（サブドメイン） 

普通高校 （学校名－h）特別支援学校（学校名－sh） 

農林高校（学校名－ah） 商工高校（学校名－th） 

工業高校（学校名－th） 水産高校（学校名－h） 

商業高校（学校名－ch） 県立中学校（学校名－jh） 

開邦中学校→kaiho-jh  球陽中学校→kyuyo-jh 

与勝緑が丘中学校→midorigaoka   

 

２ 教職員 

（例） ☓☓☓☓☓☓☓☓ ＠open.ed.jp  

①       ② 

① 姓名のアルファベットを 8～10文字に短縮したものと

し、重複することの無いように定めるものとする 

② ＠以降の部分（以下、ドメイン名）は、open.ed.jp とす

る 

 

３ 臨任用 

（例） 学校名-△△18 01 ＠.open.ed.jp  

①  ②  ③  

① 学校サブドメインに準じる（３桁） 

② 数字２桁は、発行年度の西暦下２桁とする 

③ 各学校の発行順に連番を採番する 

 

 

４ 非常勤用 臨任用と同様  

５ 検証用 

（例） kenshou01 ＠ ɻʜʏʧɪʹ. open.ed.jp  

①   ②    

① 学校サブドメインに準じる 

② 数字２桁は各学校の発行順に連番を採番する 

 

 

６ 児童・生徒用 

（例） a 1 8 0 0 1 ＠ ɻʜʏʧɪʹ.open.ed.jp  

① ② ③     

① １ケタ目はａ～ｚまでのアルファベットを、発行する各

アドレスにランダムに採番する 

② ２～３ケタ目の数字は、当該児童生徒の卒業予定年度

（そのアカウントの利用期限）の西暦下２ケタとする 

③ ４～６ケタ目の数字は、各学校の発行順に連番を採番す

る 

④ 定時制・通信制・定時制（夜間）の場合は学校サブドメ

インの前に次の文字を付加する。 

定時制→st.teiji  通信制→st.tsushin 

定時制（午前）→ st.gozen 定時制（夜間）→st.yakan 

 

７ 期限付き 

（例） ２０２１ ☓☓☓☓ ＠.open.ed.jp  

①    ② 

① 発行年度の西暦とする 

② 発行する各アドレスにランダムに採番する 

 

⚫ 発行済アカウントと重複しないことを確認して発行する 

⚫ 希望するアカウント名がある場合は、可能な限り発行年

度を付加して発行する 
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８ 機器用 

（例）学校名-△△18 001 ＠.open.ed.jp  

①  ②  ③  

① 学校サブドメインに準じる（３桁） 

② 数字２桁は、発行年度の西暦下２桁とする 

③ 各学校の発行順に連番を採番する 

 

 

９ 外部提供用 

（例） ２０２１ ☓☓☓☓ ＠.open.ed.jp  

①    ② 

① 発行年度の西暦とする 

② 発行する各アドレスにランダムに採番する 

⚫ 発行済アカウントと重複しない事を確認して発行する 

⚫ 希望するアカウント名がある場合は、可能な限り発行年

度を付加して発行する 
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（別表３） 

グループアカウントの仕様について 
 

No アカウント名 仕様 送付先 

１ 学校長 

（例）head_☓☓☓☓＠.open.ed.jp  

 

☓☓☓☓は年度 

（例：2021年度の場合は head_2021@open.ed.jp）  

対象年度の県立

学校長の個人ア

カウント 

２ 教頭・副校長 

（例）assist_☓☓☓☓＠.open.ed.jp  

 

☓☓☓☓は年度 

（例：2021年度の場合は assist_2021@open.ed.jp） 

③  

対象年度の県立

学校副校長・教

頭の個人アカウ

ント 

３ 各学校教職員 

（例）学校名_h☓☓☓☓ ＠.open.ed.jp  

①    ②  

① 学校サブドメインに準じる 

② 学校の電話番号の下４桁 

 

対象年度・対象

校の全職員の個

人アカウント 

※グループアカウントにメールを送付すると対象の送付先に届きます。 

 

（別表４） 
 

沖縄県教育情報ネットワークにWebページを公開できる団体一覧 
令和３年３月３１日以降 

 

No 機関・団体名 備考 

１ 沖縄県高等学校体育連盟  

２ 沖縄県高等学校文化連盟  

３ 沖縄県高等学校野球連盟  

４ 沖縄県盲・ろう・特別支援学校体育連盟  
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（別表５） 

沖縄県教育情報ネットワークで利用を許可する外部サービス一覧 
令和３年３月３１日以降 

１ クラウドサービス 
 

No サービス名 提供元 備考 

１ Microsoft365 Microsoft 

Teamsライブ配信は 

センターと調整が必要 

機能制限あり 

２ Google Workspace Google 利用は教職員のみ 

３ 
Classi  スタディサプリ等 

学習支援サービス 

ベネッセ リクルート等 

その他 
 

 

※ Google Workspaceについて、生徒の利用（又は利用終了）を希望する場合は学校長の申請書（様式１

７）を沖縄県立総合教育センターに提出する必要があります。 

※ Microsoft365の機能制限について 

Teamsにおける①生徒間のチャット機能 ②生徒のみによるチーム作成機能については、機能を制限しま

す。制限解除（又は再設定）を希望する場合は学校長の申請書（様式１８）を沖縄県立総合教育センタ

ーに提出する必要があります。 

 

 

 

２ ＳＮＳ及び動画配信サービス 
 

No サービス名 提供元 備考 

１ Facebook Facebook.Inc  

２ YouTube Live YouTube.jp ライブ配信はセンターと調整が必要 

３ Open EV 沖縄県教育委員会  

４ Instagram Facebook.Inc  

 
※ ライブ配信におけるセンターとの調整について 

YouTube Liveによる配信については、Schoolアカウントを利用して配信することが可能です。 

Teamsライブ配信、YouTube Liveによる配信する場合は、沖縄県立総合教育センターIT教育班のWEBペー

ジから配信について報告していただく必要があります。 

 


